
団体名： 岩倉市商工会

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 122.0 ％） （達成度 76.7 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 96.7 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 90.2 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 260.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 0.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｄ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 33.3 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｄ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 104.8 ％） （達成度 115.5 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ｂ
両方現行どお

り

実績
数値

部員数

講習会（国庫事業）

多様化する経営環境に対応す
るため、小規模事業者にとって
必要な金融・税務・経理・労働・
情報化等の知識習得や時事的
な問題についての啓もうを図
り、事業者の資質の向上と円
滑な事業運営に資することを目
的とする。

・集団　 １回　3人
（創業に係る講習会　１回）
・個別 　５回　62人
（財務分析講習会　５回）

小規模事業者

指標
受講事業所数

指標 小規模事業者の資質向上
と経営基盤の強化を図るこ
とができ、税務相談や決算
申告講習の実施により納
税意識を高めた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

集団講習会は、事
業者の資質向上を
図る内容で実施し、
個別講習会は、金
融・税務等の内容
で実施する。

○

目標
数値

25
実績
数値

65
目標
数値

44
目標
数値

110

指標

事業参加者数

地域まつりの設営・出店及
びサンタクロース訪問事業
を行うことにより、地域社会
への貢献及び商工会青年
部の活動をＰＲすることが
できた。

○

指標

創業計画の策定を支援す
ることで円滑な創業を支援
することができた。また、創
業後の支援においても事
業運営についても支援がで
きた。
計画書作成支援による具
体的な支援をしていきた
い。

創業希望者の創業
計画の策定支援

岩倉市が抱える大きな課題の
ひとつである事業者の減少に
歯止めをかける創業支援につ
いて、創業予定者・創業者に対
し、開業に向けた支援を実施
し、岩倉市における新規開業者
を積極的に増やすことを目的と
する。

創業計画の策定支援件数　１
件

創業予定者

指標

創業計画策定件数

青年部・女性部事
業

(青年部)市内商工業者の若手事業
主・後継者を対象に組織し、地域経
済活動の促進及び地域社会への
貢献をするとともに、地域の総合的
な振興を図ることを目的とする。
(女性部)部員相互のコミュニケ－
ション並びに各事業所間の情報交
換の場を設けることにより、地域の
発展を模索するとともに、新規部員
の増加を目的とする。

青年部
・部員数　44名
・親睦事業：５回、参加人数：86
人
女性部
各種まつり事業、講習会事業
延参加人数：127人

商工会員若手
事業主・若手後

継者

指標

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

女性起業家や創業
予定者、スモール
ビジネスと呼ばれる
事業を起こす考え
のある創業者を中
心に創業支援を
行っていく。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

127
目標
数値

42
実績
数値

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
目標
数値

3
実績
数値

1
目標
数値

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

青年部　総会時に
卒業生もあるが、
次年度は実績数で
設定。
女性部　脱退も目
立つが、新規加入
に努め、現行どおり
とする。

○

目標
数値

2
実績
数値

0
目標
数値

指標 小規模事業者に対し支援
を段階的に行うこと、円滑
な事業承継のための計画
書作成支援による具体的
な支援をしていきたい。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

事業承継計画策定支援件数
事

業

者

へ

の

調

査

結

果

小規模事業者の高
齢化に伴って、事
業承継の相談が増
えることを予想し、
円滑な事業承継支
援のできる体制を
図る。

講習会

多様化する経営環境に対応す
るため、小規模事業者にとって
必要な金融・税務・経理・労働・
情報化等の知識習得や時事的
な問題についての啓もうを図
り、事業者の資質の向上と円
滑な事業運営に資することを目
的とする。

・集団　 ４回　3１人
　　　　　（内、経営革新　1回2
人）
・個別 22回　217人
（源泉･年末調整３回、決算申
告５回、消費税申告１回、記帳
継続10回、）

小規模事業者

事業承継計画策定
支援

小規模事業者の維持継続や成
長発展を目指すため、事業承
継の計画策定・実行支援を実
施し、円滑な事業承継を行うこ
とを目的とする。

事業承継計画策定支援件数
０件

小規模事業者

指標

事業計画策定支援

小規模事業者の売上と利益の
確保に向け、経済情勢の変化
と経営課題に対応した事業計
画の策定について、寄り添った
支援を実施し、小規模事業者
の経営力強化を図ることを目
的とする。

・事業計画策定支援件数　　12
件

小規模事業者

指標

指標

○

目標
数値

12
実績
数値

12
目標
数値

指標
小規模事業者持続化補助
金やものづくり補助金にお
いて、経営計画を策定し
て、事業所に対して事業の
見つめ直しと計画性を示す
ことができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

事業計画策定支援件数
事

業

者

へ

の

調

査

結

果

補助金事業及び事
業所支援を行って
いく上で、適宜事業
計画を策定してい
く。

・指導対象者数（企業数）89人
・指導延日数475日
・指導延回数836回

今後の展開・改善点等

小規模事業者

指標
指導事業所数

指標

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

集団講習会は、事
業者の資質向上を
図る内容で実施し、
個別講習会は、金
融・税務等の内容
で実施する。

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

受講事業所数

実績
数値

248
目標
数値

732
目標
数値

600
実績
数値

目標
数値

30

小規模事業者 ○

指標 小規模事業者の資質向上
と経営基盤の強化を図るこ
とができ、税務相談や決算
申告講習の実施により納
税意識を高めた。

総
合
評
価

Ａ

実績
数値

適正な経理処理により作成
された試算表・決算書によ
り、経営状況の判断が可能
となった。　また、窓口指導
により経理処理に関する事
業者の疑問解決がみられ
た。

総
合
評
価

Ａ

○

小規模・零細事業者に各種
施策等制度を説明し、事業
経営のサポートができた。

実績
数値

23

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価

平成２９年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

巡回・窓口相談指
導事業

経営基盤の弱い小規模零細企
業を中心に、経営全般につい
ての様々な相談への指導をす
ることにより、経営及び技術の
改善を図り健全な企業を育成
するとともに、創業・経営革新
への積極的な支援を実施する
ため、巡回及び窓口相談指導
を行う。

・巡回窓口指導実企業数　339
社
・巡回窓口指導延件数　　 732
件
・課題解決提案件数　23件

事業所の状況や問
題点を適切に把握
し、より良い経営状
態へ移行できるよ
う、一層のサポート
を行う。

記帳継続指導

個人事業主等を対象に、正し
い記帳方法等の税務に関する
様々な相談への指導や、年末
調整、決算・確定申告の指導を
行うことによって、適正な経理・
申告を行い、事業者の資質や
経営力の向上、節税等につな
げることを目的とする。

実
施
側
の

事
業
評
価目標

数値
92

実績
数値

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

支援事業所に対し
て伴走型支援を遂
行していくことで、
支援内容の充実に
重点を置きながら、
事業所支援を行
う。

89
目標
数値

指標

巡回窓口指導延件数

指標

課題解決提案件数

目標
数値

275

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。



団体名： 岩倉市商工会

得られた効果 備考今後の展開・改善点等
事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績

主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価

平成２９年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 107.1 ％） （達成度 98.8 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 124.1 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 94.2 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 75.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 266.7 ％） （達成度 90.0 ％） Ｂ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ｂ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 169.5 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 上げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 47.5 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ｃ Ａ 現行どおり

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

257

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

共済　次年度も加
入者数でカウント
し、目標は前年度
の実績並みとす
る。
健康診断　大幅な
参加者数の増は見
込めないため、現
行どおり

目標
数値

29
実績
数値

36
目標
数値

指標
労働保険料を事業主に変
わり納付と確定申告を行う
ことで事業主の事務負担を
軽減することができた。ま
た、未加入事業所に適用促
進を図り労働保険の重要
性をＰＲできた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

指標 事

業

者

へ

の

調

査

結

果

未加入事業所への
勧奨活動を通して、
新規加入事業所の
増加を図っていく。

労働保険事業

事業主の委託を受けて、事業
主に代わって労働保険料の申
告納付、その他労働保険に関
する各種届出等を行うことによ
り中小事業主事務処理負担を
軽減し、労働保険の適用促進
及び労働保険料の適正な徴収
を図ることを目的とする。

委託事業所の労働保険料納付
と労働保険の適用促進を行う。
(委託事業所数：36事業所)

地区内事業所

福利厚生事業

中小・小規模事業の経営・雇用
の持続的な安定を図るために、
各種共済制度の普及等や事業
主及び従業員を対象に健康診
断事業を実施することで、企業
の健全な育成に資することを目
的とする。

共済
巡回時や、税務講習会の折り
にPRを行い、普及に努めた。
新規加入者数　45名
健康診断
　Ｈ29年9月26日　 　76名
　　　　　10月２日　  102名
　　　　　10月18日    79名

中小企業者他

指標

各種共済加入者数

集計方法が加入者数になったた
め、数値が増えた。各種共済制度
のメリットを理解してもらい、加入
促進にも繋がった。
また、健康診断は、各事業所や従
業員の健康意識を高めることがで
きた。目標

数値
350

地域振興祭事業

日本の桜名所100選にも選ば
れている五条川の桜を観光資
源として発信しつつ、地域の産
業（地域資源や観光資源）の
PRを行い、地域の総合的な振
興を目的とする。
また、まつり事業と並行して部
会・委員会事業を行う。

桜まつり　平成29年3月31日～
4月9日開催　30.5万人来訪
夏まつり　平成29年8月18日・
19日開催　1.4万人来訪
市民ふれ愛まつり　平成29年
11月11・12日開催　　　2.0万人
来訪

小規模事業者
地域商業者

指標
来訪者数

指標

目標
数値

実績
数値

委託事業所数

実績
数値

375
目標
数値

260

指標

事業参加人数

市や県内外からの観光客
による市内での消費が多く
あり、市内事業所の売上
アップ効果やPR効果を得ら
れたと同時に、岩倉市を広
くPRすることができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

地域振興を活用し
て多くの観光客を
呼び込み、地区内
産業活性化を図っ
ていく。今後も行政
と協議し、内容の充
実、総合的な企画
立案の改善に取り
組む。

○

目標
数値

360000
実績
数値

339000

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

地域商業の活性化
を図るために、廃業
など参加店舗が減
少する中、新規参
加店舗の増加を
図っていく。

○

目標
数値

20
実績
数値

15
目標
数値

実績
数値

商店街・街づくり・
産業活性化事業

交通系電子マネーを、商店街
の店舗で利用できるようにする
ことにより、消費者の利便性の
向上を図りつつ顧客の獲得、
店舗のPRを行う。

名鉄とタイアップしたキャンペー
ンを実施。事業のPR・参加店
舗のPRを行い、利用促進を
図った。
平成30年3月23日～3月31日
取扱店舗　15店舗

小規模事業者

指標
参加店舗数

指標
交通系電子マネーを通して
市民の消費を喚起し、参加
店舗の売上アップに繋げる
ことができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

会員のニ－ズを把
握し、掲載記事編
集に努める。年２回
発行し、タイムリ－
な掲載記事を目指
す。

目標
数値

2000
実績
数値

2000
目標
数値

実績
数値

調査・広報・情報化
推進事業

小規模事業者関連の施策の周
知および利用を促すため、広
報活動を行う。

商工通信年2回発刊（7月・1月） 小規模事業者

指標
発行部数

指標
国・県の施策並びに商工会
事業の周知を行うことがで
きた。
商工会事業以外の他機関
の情報を掲載することによ
り、ホームページへの関心
が増えた。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

合同企業説明会に
多くの会員に活用
していただきたく前
年目標数を設定。目標

数値
3

実績
数値

8
目標
数値

500
実績
数値

450

雇用促進事業

就業者の確保・育成を図るた
め、商工業者等における意欲と
能力のある担い手育成対策を
促進する。また、検定事業をを
行うことにより、地域の人材育
成に資することを目的とする。

珠算　H29年　6月　　129名
　　　　　　　　　 9月  　 97名
　　　　　　　　 11月      91名
　　　　　　　　   2月　　133名
就職フェア
　参加企業数　８企業
　参加者数　　　52名

商工業者他

指標
参加企業数

指標
参加者数

従業員不足の時代に企業
展の開催をすることにより、
事業所は人材の確保につ
なげることができた。

各団体の事業活動により
小規模事業者・商工業者の
資質向上及び経営基盤の
強化を図ることができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

廃業や高齢化によ
る脱退者が多いた
め、目標数を前年
実績数並みにす
る。事業活動を周
知し加入促進と組
織強化に努める。

目標
数値

600
実績
数値

1017
目標
数値

実績
数値

産業団体

発展会や法人会、青申会など
の産業振興や税務支援団体の
活動をサポートし、地域社会へ
の貢献や商工業者の活性化に
資することを目的とする。

各団体が実施する事業を地域
貢献活動に対する事業運営の
育成に努め、地区内の商工業
の発展に寄与した。
・委託団体数　７団体

地区内事業所
小規模事業者

指標
構成員数

指標

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

若手後継者等を対
象とした講習会を
開催することで、若
手後継者の資質向
上を目指す。

目標
数値

40
実績
数値

19
目標
数値

実績
数値

若手・後継者等育
成事業

合同講習会を実施し、若手経
営者である青年部と、経営者を
支える女性としての女性部の
資質向上と、相互交流を深める
ことを目的とする。

商工会・女性部主催で創業カ
フェを実施（参加人数６人）
青年部女性部合同講習会を実
施（参加人数13人）

小規模事業者

指標
事業参加者数

指標
創業カフェを開催すること
で、創業者の掘り起こしを
することができた。
また、合同講習会を実施す
ることで、資質向上を行うこ
とができた。

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。


